
令和２年京都府人事委員会の
「職員の給与等に関する報告・勧告」の概要

年間支給月数は、職員が
民間を0.05月分上回る

２　改定の内容及び実施時期

民間の支給割合に見合うよう0.05月分引下げ（年間支給月数 4.50月→4.45月）

民間の特別給の支給状況等を踏まえ、期末手当の支給月数に反映

一般の職員の場合の支給月数

　実施時期：この勧告を実施するための条例の公布の日

※府職員の平均年間給与額 （令和２年　行政職　平均年齢42.2歳）

年間給与
管理職員給料カット後

6,252千円 6,233千円 ▲19千円

勧告前 勧告後 勧告前後の差

令 和 2 年 10 月 30 日

京 都 府 人 事 委 員 会

４．５０月 ４．４５月年 間 支 給 月 数

ボーナスを引下げ（▲0.05月分）

本年のポイント

職　員 民　間

　月例給については、別途必要な報告・勧告を予定

１　民間のボーナス（特別給）との比較

年間

2.55月
1.90月

2.55月
1.90月

期末手当
勤勉手当

期末手当
勤勉手当

1.30月（支給済み）
0.95月（支給済み）

 1.275月
 0.95月

 ３年度
 以降

 1.275月
 0.95月

12月期

1.25月（現行1.30月）

 0.95月（改定なし）

 ２年度

６月期
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３　職員の勤務環境

(1) 総実勤務時間の短縮

・　時間外勤務命令の上限規制など勤務時間に係る労働法制の遵守
・　客観的な記録を基礎とした適切な勤務時間管理
・　業務実態に応じた執行体制の整備や事務・事業の効率化を進め、時間外勤務を縮減

(2) 教育職員の勤務時間
・　「府立学校の教育職員の勤務時間の上限に関する方針」に基づく業務改善の着実な
　実行
・　１年単位の変形労働時間制は、制度趣旨に沿った運用がなされるよう対応

(3) 健康の保持増進
・　定期健康診断等の全員受診の徹底と精密検査の受診促進
・　予防、早期発見・早期対応、職場への復帰支援・再発防止の各場面におけるメンタ
　ルヘルス対策の推進
・　新型コロナウイルス感染症対応に従事する職員の心身の健康管理

(4) 仕事と家庭の両立
・　職員相互の理解や協力を含む職場全体としてのサポート体制構築等により、両立支
　援制度を利用しやすい職場環境づくりを推進

(5) テレワークの推進
・　制度の運用や仕事の進め方等について、全職員の認識共有等

(6) 職場における適正な勤務環境の確立
・　労働安全衛生法等に適切に対応するとともに、働きやすい勤務環境を整備
・　ハラスメントの防止と発生時の適切な対応を推進

(7) 会計年度任用職員の勤務条件
・　一般職の地方公務員と位置付けられたことなど、関係法令を踏まえた適正な制度運
　用と適切な勤務条件の確保

４　人事管理

(1) 人材の確保・育成等
・　総合土木職などの様々な分野で、人材獲得の競合が激しくなる中、有為な人材の確
　保・定着に向けて、受験勧奨や採用辞退防止、離職防止などの対策を推進
・　障害種別に関わりない積極的な雇用と障害の特性に応じた勤務条件や職場環境を整
　備し、能力を十分に発揮できる組織づくりを推進
・　人材確保・育成指針等に基づく職員の資質・能力の向上や積極的な育成・登用、効
　果的な研修を通じて専門性と使命感を持った人材を計画的に育成

(2) 公務員倫理の徹底
・　法令遵守や高い職業倫理が求められていることを踏まえた研修や啓発など実効ある
　取組の徹底　

５　定年の引上げ

・　国家公務員法や地方公務員法が改正された場合の定年の引上げについては、国家公
　務員との均衡や本府の実情等を考慮して、定年や勤務条件を定めることが適当
・　定年の引上げに伴い、60歳前後の給与制度は一体性・連続性のあるものとなるよう
　整備することを検討
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過去の人事委員会勧告の状況

改　　定 支給月数 対前年増減

平成10年 0.74%
給料表引上げ
扶養手当、単身赴任手当引
上げ

5.25月 ―

平成11年 0.26% 給料表引上げ 4.95月 ▲0.30月

平成12年 0.10% 扶養手当引上げ 4.75月 ▲0.20月

平成13年 0.03% 一時金による精算 4.70月 ▲0.05月

平成14年 ▲ 1.97%
給料表引下げ
扶養手当引下げ

4.65月 ▲0.05月

平成15年 ▲ 1.08%
給料表引下げ
扶養手当引下げ

4.40月 ▲0.25月

平成16年 ▲ 0.01% ― 4.40月 ―

平成17年 ▲ 0.37%
給料表引下げ
扶養手当引下げ

4.45月 0.05月

平成18年 ▲ 0.01% ― 4.45月 ―

平成19年 0.13%
給料表引上げ
扶養手当引上げ

4.50月 0.05月

平成20年 0.02% ― 4.50月 ―

平成21年 ▲ 0.26%
給料表引下げ
住居手当引下げ

4.15月 ▲0.35月

平成22年 ▲ 0.12% 給料表引下げ 3.95月 ▲0.20月

平成23年 ▲ 0.19% 持家住居手当廃止 等 3.95月 ―

平成24年 ▲ 0.10% 給料表引下げ 3.95月 ―

平成25年 0.01% ― 3.95月 ―

平成26年 0.24% 給料表引上げ 4.10月 0.15月  

平成27年 0.47%
給料表引上げ
住居手当引上げ　等

4.20月 0.10月  

平成28年 0.23%
給料表引上げ
地域手当引上げ

4.30月 0.10月  

平成29年 0.26%
給料表引上げ
地域手当引上げ

4.40月 0.10月  

平成30年 0.18% 給料表引上げ 4.45月 0.05月 　

令和元年 0.13% 給料表引上げ 4.50月 0.05月  

令和２年 － 4.45月 ▲0.05月－

月　例　給 期末・勤勉手当
備　　　　　考

公民較差

○給与構造改革（18年度～29年度）
・給料 ▲5.8%（現給保障あり）
・地域手当 ▲1.2%

・寒冷地手当廃止（17年度～）

管理職手当カット措置

全職員昇給延伸措置

全職員給与カット措置

管理職員給与カット措置（～H25.6）

＜年間給与で初の減少＞

・地域手当引下げ ▲0.8%

・管理職手当の定額化（19年度～）

・通勤手当（自動車等）の引下げ
・医師給与の引上げ（21年度～）

管理職員給与カット措置（H26.4～）

○給与制度の総合的見直し（28年度～29年度）

高齢層職員の昇給制度改正

全職員給与カット措置（H25.7～H26.3）

・給料表▲１％（現給保障２年間）

・地域手当の級地区分増設及び支給割合引上げ
・単身赴任手当等引上げ

○扶養手当の見直し（29年度～）

○住居手当の見直し(２年度～）
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